
人口とインフラの年齢構成の変遷の下での

効率的資本蓄積経路

瀬木俊輔1・小林潔司2

1学生会員　京都大学大学院工学研究科都市社会工学専攻博士後期課程（〒 615-8540 京都市西京区京都大学桂）
E-mail: segi.shunsuke.33m@st.kyoto-u.ac.jp

2フェロー会員　京都大学経営管理大学院（〒 606-8501 京都市左京区吉田本町）
E-mail: kobayashi.kiyoshi.6n@kyoto-u.ac.jp

本研究では，伝統的な Ramsey型経済成長モデルを拡張し，人口の年齢構成やインフラの劣化状態の分布の
変遷を明示的に表現可能なモデルを定式化する．その際，インフラの長寿命化について考察を行うために，イ

ンフラの維持管理費用を増やすことによって，インフラの老朽化の進行を遅らせることが可能になるという定

式化を行う．その上で，定式化したモデルを用いて，人口の高齢化やインフラの老朽化が進行する社会におけ

る，社会的に最適なインフラの投資・更新・維持管理の経路や，インフラの長寿命化の効果を分析する．
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1. はじめに

現在，日本では既設のインフラストラクチャ（以下，

インフラと略す）の老朽化が進行しており，今後はイ

ンフラ関連予算に占める更新費用の割合が増加してい

くと予想されている．同時に，人口の減少と高齢化が

進展しており，インフラ関連の財源の制約が厳しいも

のになっていくと考えられる．このような状況の中で，

インフラの維持管理と更新を効率的に行いながら，必

要なインフラの新規投資を実施するための総合的な戦

略が必要とされている．

インフラの老朽化と人口の高齢化に共通することは，

これらが永久に持続する現象ではないということであ

る．インフラの更新を適切に行えば，インフラの年齢

構成（正確には，劣化状態の分布）はやがて平準化さ

れ，インフラの更新費用は定常的に安定したものとな

る．また，出生率と年齢別の死亡率が一定であり続け

れば，総人口に占める高齢者数の割合は最終的に一定

の値に落ち着く．ただし，これらの現象が終息するま

でには数十年の期間が必要となり，その間，人口とイ

ンフラの年齢構成は，定常的な状態に向かう移行過程

を辿る．インフラの投資・更新・維持管理を効率的に行

うためには，この数十年にわたる移行過程に対応した

戦略が必要になると考えられる．

インフラの投資・更新・維持管理に関する従来の理

論的な研究においては，人口の年齢構成やインフラの

劣化状態の分布の変遷はあまり考慮されてこなかった．

本研究では，伝統的な Ramsey型経済成長モデルを拡

張することにより，人口の年齢構成やインフラの劣化

状態の分布の変遷を明示的に表現可能なモデルを定式

化する．その際，インフラの長寿命化について考察を

行うために，インフラの維持管理費用を増やすことに

よって，インフラの老朽化の進行を遅らせることが可

能になるという定式化を行う．その上で，定式化した

モデルを用いて，人口の高齢化やインフラの老朽化が

進行する社会における，社会的に最適なインフラの投

資・更新・維持管理の経路や，インフラの長寿命化の

効果を分析する．以下，2. では，本研究の基本的な考

え方を述べる．3. では，単純な経済成長モデルを用い

て，人口の高齢化やインフラの老朽化が，最適成長経

路に与える影響を分析する．4. では，インフラの年齢

構成や長寿命化を明示的に表現可能なモデルを定式化

する．5. では，4. で定式化したモデルを数値計算に

より分析する．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 既存研究の整理

人口の高齢化が経済活動に及ぼす影響を分析した研

究は数多く存在する．それらの研究の多くは，世代重

複モデルの枠組みを用いている1),2),3),4)が，Ramsey型

経済成長モデルの枠組みを用いたものもいくつか存在

している5),6)．これらの研究は，投資・経済成長・社会

保障・財政・世代間公平性等の問題に対して，人口の

高齢化が与える影響を分析している．本研究は，Culter

et al.5)や Stiller6)と同様に，Ramseyモデルの枠組みを
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用いて，人口の高齢化が社会的に最適なインフラの投

資・更新・維持管理に及ぼす影響を分析する．Ramsey

モデルの枠組みをインフラの投資や維持管理の分析に

応用した既往研究としては，横松ら7)が存在する．ただ

し，横松らの研究の主眼は，インフラの経済価値を体

系的に記述するための適切な経済会計制度の分析にあ

り，本研究とは分析の主眼が異なっている．また，横

松らのモデルは，インフラの劣化状態の分布の変遷や

インフラの長寿命化を明示的に表現できない点におい

て，本研究の分析に用いるには限界がある．本研究は，

これらの要素を明示的に表現可能なモデルを定式化し，

これらの要素が成長経路に対して持つ効果を分析する

という点に新規性が存在する．

資本の年齢構成を明示的に表現する経済学のモデルと

しては，Johansen8)や Solow9)等を嚆矢とする vintage

モデルが存在する．本研究では，インフラという資本

ストックを劣化状態に応じて区別するという定式化を

行う．これは，資本を年齢に応じて区別する vintageモ

デルとは異なる定式化であるが，年齢と劣化状態が一

対一に対応する特殊なケースにおいては，本研究のモ

デルも vintageモデルとなる．ただし，経済学の分野で

一般的に使われている vintageモデルと本研究のモデル

には相違点が存在する．一般的な vintageモデルにおい

ては，新しい資本ほど技術的に優れた能力を備えてい

るという定式化がなされる．技術進歩に伴い，古い資

本は収益性を失い，企業の意思決定に基づき除却され

ることになる．一方，本研究のモデルにおいては，イ

ンフラは，その年齢によらず経済活動への寄与が等し

く，インフラの機能の陳腐化は生じないと仮定される．

また，インフラの除却は，何らかの意思決定に基づき

行われるのではなく，インフラの劣化状態が極限に達

し，インフラがその機能を果たせなくなった時点で行

われると仮定される．これらの仮定を置く理由は，発揮

する機能が技術進歩に伴い変化するインフラは限られ

ていると考えられること，そして，インフラはその機

能を発揮している限りにおいては，除却するメリット

は一般的に少ないと考えられることによる．一般的な

vintageモデルと比較したときの本研究のモデルの最大

の特徴は，維持管理費用の増減を通じて，インフラの

老朽化を遅らせることが可能であるという定式化に存

在する．この定式化により，インフラの劣化過程は経

済状況の変化に応じて内生的に制御されることになる．

このように，経済状況の変化に対応した，資本の劣化

過程の社会的に最適な制御を分析した研究は，筆者ら

の知る限り存在しない．本研究においては，人口の高

齢化とインフラの老朽化が，社会的に最適な維持管理

費用の水準に与える影響を分析する．

(2) インフラの長寿命化

インフラを含む施設・設備の維持管理に関する活動

は，大別して事後保全と予防保全のいずれかに分類さ

れる．事後保全とは，故障発見後，施設・設備を要求機

能遂行状態に修復させるために行う保全である．また，

予防保全とは，施設・設備の使用中の故障を未然に防

止するために，既定の間隔または基準に従って遂行し，

施設・設備の機能劣化または故障の確率を低減するた

めに行う保全である．

これまでの日本のインフラの多くは，事後保全の考

え方に基づき維持管理が行われてきた．しかし，近年

は厳しい財政状況の中で，予防保全の考え方に立った

戦略的な維持管理・更新の重要性が指摘されるように

なってきている10)．予防保全的維持管理活動を行うこ

とにより，インフラの更新間隔（寿命）が伸び，更新費

用の低減等のメリットを享受することができる．これ

はインフラの長寿命化対策と呼ばれている．

予防保全的維持管理活動の下では，事後保全的維持

管理活動と比較して，施設・設備の点検や補修の頻度が

増えるため，より多くの資金と人材が必要になる．こ

れは，維持管理費用の増加とインフラの更新費用の低

減の間にトレードオフの関係が存在することを意味す

る．本研究では，この関係を抽象的な関数の形で表現

し，インフラの維持管理費用を増やすことによって，イ

ンフラの老朽化を遅らせることができるという定式化

を行う．

3. 簡易なモデルによる分析

4. では，インフラの年齢構成や長寿命化を明示的に

表現可能なモデルを定式化するが，その前に，それら

の要素を捨象した簡易なモデルを用いて，人口の高齢

化やインフラの更新需要の増加が，社会的に最適な成

長経路に与える影響を分析する．本章で扱う簡易なモ

デルは，ある程度解析的な分析を行うことができるた

め，これらの影響の基本的な特性を見る上では有用で

ある．5. では，4. で定式化したモデルを数値計算に

より分析するが，そこでも，本章の分析結果と同様の

性質が成立することが確認される．

(1) モデルの定式化

閉鎖された一国の経済活動を定式化する．時間 tを

連続的に表現し，現在時刻を t = 0に基準化する．この

国の生産物は 1種類の合成財のみであり，消費財とし

ても投資財としても利用できる．この合成財は民間資

本・インフラ・労働力の 3つの生産要素を投入して生

産される．合成財の生産量と民間資本・インフラ・労働

力の投入量の関係は，次の収穫一定のコブ＝ダグラス
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型の生産関数により表される．

Y (t) = K(t)αkG(t)αg (A(t)L(t))1−αk−αg (1)

ここで，(t)は時刻 tにおける変数の値を表す．Y は合

成財の生産量，K は民間資本ストックの生産活動への

投入量，Gはインフラストック，Lは労働力の生産活

動への投入量を表す．Aは技術水準を表し，この値が

増加することによりハロッド中立型の技術進歩を表す．

αk, αg は αk > 0, αg > 0, αk + αg < 1を満たすパラ

メータである．経済に存在する民間資本ストックと労

働力は全て生産活動に投入され，不完全雇用は生じな

いとする．技術水準 Aは外生的な増加率 aで増加し続

けるとし，この条件を次の式で表す．

A(t) = A(0)eat (2)

また，労働力 Lは外生的な増加率 lで増加し続けると

し，この条件を次の式で表す．

L(t) = L(0)elt (3)

ただし，lは負の値を取っても構わないとする．lが負

の値を取る場合，労働力は減少し続けることになる．生

産された合成財は消費財と投資財として使われる．投

資財は，民間資本への投資およびインフラへの投資に

使用される．この関係を以下の式で表す．

C(t) + Ik(t) + Ig(t) = Y (t) (4)

ここで，C は消費財として国民に消費される財の総量

を，Ik は民間資本への投資に使われる財の総量を，Ig

はインフラへの投資に使われる財の総量を表す．民間

資本・インフラへの投資により民間資本とインフラの

蓄積が行われる．この関係を以下の遷移式で表す．

K̇(t) = Ik(t)− δkK(t) (5)

Ġ(t) = Ig(t)− δgG(t) (6)

ここで，δk, δgはそれぞれ，民間資本と社会資本の減耗

率を表す定数である．現在時刻における資本ストック

K(0), G(0)は外生的に与えられ，式 (5)，式 (6)の遷移

式に従いその水準を変化させる．インフラストックの

遷移式を式 (6)のように表現する場合，インフラの劣化

状態の分布を表現することはできない．式 (6)の遷移式

は，インフラの除却されるハザード率が年齢によらず

一定であることを意味する．言い換えると，インフラ

の寿命が指数分布に従うことを意味する．

以上のように定式化された技術的制約の下で，所与

の社会厚生関数を最大化する成長経路を求める問題を

定式化する．まず，世代間の消費の公平性を考慮した

社会厚生関数を以下のように定式化する．

W (0) =

∫ ∞

0

N(t)
[C(t)/N(t)]1−σ − 1

1− σ
e−ρt (7)

ここで，N は総人口を表し，C/N は人口一人当たりの

消費財の消費量を表す．ρは厚生の割引率を表す正の定

数であり11)，この値が大きいほど将来世代の厚生は割

り引いて評価される．また，σは世代間の消費の公平性

をどれだけ重く見るのかを表す正の定数であり11)，こ

の値が大きいほど，一人当たり消費の少ない世代の消

費を増やすことが，社会的に最適と判断されるように

なる．時刻 tの瞬間的な厚生がN(t)により重み付けさ

れている理由は，人口の少ない世代ほどC/N を増やし

やすいため，この重み付けが無いと，人口の少ない世

代の消費を増やすことが社会的に最適と判断されるよ

うになるためである5)．総人口 N(t)と労働力 L(t)の

値は異なっていても構わない5),6)．総人口N は外生的

な増加率 nで増加し続けるとし，この条件を次の式で

表す．

N(t) = N(0)ent (8)

労働力の増加率 lと同様に，nは負の値を取っても構わ

ないとする．n > lである状況は，総人口に占める労働

力人口の割合が減少している状況として捉えることが

できる．本研究では，この状況を高齢化が進行してい

る状況として考える．なお，社会厚生関数 (7)にはイ

ンフラストック水準G(t)が入っていない．これは，イ

ンフラの厚生効果，すなわち，インフラが直接的に国

民の生活の質の向上に寄与する効果を無視しているこ

とを意味する．本研究では，分析を簡単にするために，

このようにインフラの厚生効果を無視して分析を進め

ることとする．以上の前提の下で，社会厚生関数 (7)を

最大化する成長経路を求める問題は，以下のように定

式化される．

max
{C(t),Ik(t),Ig(t),K(t),G(t)}∞

t=0

W (0) (9a)

s.t. (1)− (6), (8)

K(0), G(0) : given (9b)

この最適化問題の解として得られる，社会的に最適な

成長経路を分権的に実現することは，現実的には困難

であると考えられる．社会的に最適な成長経路が分権

的に実現されるためには，家計が子孫の消費からも直

接的な効用を獲得する純粋に利他的な主体であり，か

つ，その効用関数が式 (7)の社会厚生関数に一致する必

要がある．また，公共財であるインフラへの投資は政府

が行わなければいけないため，政府はその資金を lump

sum taxにより国民から徴収でき，かつ，その水準を自

由に調整できる必要がある．これらの前提は，現実的

には成立が困難であると考えられる．したがって，最

適化問題 (9a)の解として得られる最適成長経路は，式

(7)の社会厚生関数が表現する規範を持つ政府が目標と

する，規範的な成長経路を示すものとして考えること

が自然だと言える．この点に関しては，4. で定式化す

るモデルについても同様である．
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(2) 最適化条件

まず，新しい変数 k(t), g(t), c(t)を以下のように定義

する．

k(t) =
K(t)

A(t)L(t)
, g(t) =

G(t)

A(t)L(t)

c(t) =
C(t)

A(t)L(t)
(10)

すなわち，変数 X(t)を効率的労働力 A(t)L(t)で除し

た値を x(t)として定義する．式 (10)で定義した文字を

用いると，最適化問題 (9a)の最適解の必要条件は，以

下の 3つの式にまとめることができる（横断性条件は

省略している）．

αkk(t)
αk−1g(t)αg − δk

= αgk(t)
αkg(t)αg−1 − δg (11a)

k̇(t) + ġ(t) = k(t)αkg(t)αg

−(δk + a+ l)k(t)− (δg + a+ l)g(t)− c(t)(11b)

σ
ċ(t)

c(t)
= αgk(t)

αkg(t)αg−1 − δg

−ρ− σ(a+ l − n) (11c)

式 (11a)の左辺は民間資本に対する投資の限界収益率

を表し，右辺はインフラに対する投資の限界収益率を

表している．すなわち，式 (11a)は 2種類の資本ストッ

クに対する投資の限界収益率が常に等しくなるように

投資を行うことが，最適成長経路の実現に必要である

ことを意味している．式 (11a)に含まれる変数は k(t)

と g(t)のみであるので，この式を k(t)について解くこ

とにより，関数 k(t) = Γ(g(t))を得ることができる．こ

の関数は図–1に示すように，原点を通る単調増加の関

数となる．最適成長経路上において，(g(t), k(t))の組

は t = 0の時刻を除き，必ず k = Γ(g)によって表され

る曲線上に存在する．t = 0において，(g(0), k(0))の

組がこの曲線上に無い場合には，過剰な資本に対して

負の投資が行われることによって，(g(t), k(t))の組は

直ちにこの曲線上に移行する．Tsur and Zemel12)はこ

の曲線を turnpikeと呼んでいる．なお，本研究では投

資の非負制約を考慮していないが，投資の非負制約が

存在する場合であっても，(g(t), k(t))の組は最終的に

必ず turnpikeに合流する12)．

関数 Γを用いると，k(t)は Γ(g(t))で置き換えること

ができ，また，k̇(t)は Γ′(g(t))ġ(t)で置き換えることが

できる．これらの関係を式 (11b)，式 (11c)に代入する

と，g(t), c(t), ġ(t), ċ(t)に関する 2本の式が得られ，こ

れらの式を用いて g − c平面上に位相図を描くことが

できる．具体的な位相図を図–2に示す．図–2には実線

で k̇ = ġ = 0を表す曲線（式 (11b)に対応）と，ċ = 0

を表す曲線（式 (11c)に対応）の 2本の曲線が描かれ

ており，これらの曲線により g− c平面が 4つの領域に

分割されている．なお，表示の都合上省略しているが，

図–1 k = Γ(g)

図–2 g − cの位相図

k̇ = ġ = 0を表す曲線は，図–2の右側の領域では単調に

減少し，g軸と一度だけ交点を持つ．4つの領域におけ

る (g, c)の動学は図中の実線の矢印により示されている．

この位相図より，最適成長経路は，k̇ = ġ = ċ = 0を満

たす点（均衡成長経路）に収束する，図中の破線の矢印

により与えられることになる．この結果は，伝統的な

Ramseyモデルの最適成長経路と同じものである．成長

経路が均衡成長経路に収束した後は，K,G, Y,C, Ik, Ig

が a+ lの増加率で成長し続ける点についても，伝統的

な Ramseyモデルと同様である．この結果より，最終

的な経済成長率に影響を与える外生的な定数は aと lの

みであり，総人口の増加率 nは最終的な経済成長率に

影響を与えないことがわかる．ただし，その他の外生

的な定数についても，その値の変化は，一時的には経

済成長率や成長経路に影響を及ぼすことになる．次節

以降では，人口の高齢化やインフラの更新需要の増加

が，一時的に成長経路に及ぼす影響を分析する．

(3) 人口の高齢化の成長経路への影響の分析

人口の高齢化が進行する状況は n > lが成立する状

況として捉えることができる．しかし，高齢化は一時

的な現象であり，永久に n > l が成立し続けることは
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ないため，n > lが成立し続けると考えて分析を行うこ

とは不適切である．実際の高齢化の現象を簡易に表現

するとすれば，n = lの状態から徐々に両者が乖離して

n > l の状態になり，やがて乖離が極大に達した後は

徐々に乖離が縮小し，最終的に n = lの状態に復帰する

という表現が自然であると考えられる．ただし，本章

のモデルにおいては l, nは定数とされているため，こ

のような滑らかな変化を表現することはできない．そ

こで，より簡便な表現方法を用いて分析を進める．こ

こでは，ある時刻まで n = lが成立していたが，突然

予期しない変化が生じて n > lの状態に移行し，しば

らくその状態が持続した後，再び予期しない変化によ

り n = l の状態に復帰するという表現により，高齢化

の現象を表現する．

総人口は常に一定の割合で減少し続けるとする．す

なわち，lは一定の負の値を常に取ると仮定する．この

とき，k̇ = ġ = 0を示す曲線の形状は変化しない．ある

時刻まで n = l が成立しており，成長経路は均衡成長

経路に収束していたとする．ここで突然，予期しない

変化が生じて nが不連続に増加し，n > lの状況への移

行が生じたとする．さらに，この n > lの状況は永久

に持続すると予想されるとする．この不連続な変化に

より，ċ = 0を表す曲線は図–3に示すように右側にシ

フトする（式 (11c)を参照）．よって，変化後の最適成

長経路は，図–3の「経路 A」により与えられることに

なる．すなわち，消費を抑えて投資を増やし，効率的

労働力単位当たりの資本ストックを増やすことが社会

的に最適となる．この理由は，n > lが成立する状況に

おいては，人口一人当たりの労働力が減少していくた

め，将来世代の消費を維持・増加させることが困難に

なっていくためである．そのため，将来世代の消費の

維持・増加のために，投資を増やして将来の生産性を

高めることが社会的に最適となる．n > lの状況が持続

すると，成長経路は最終的に新しい均衡成長経路に収

束する．均衡成長経路への収束後，再び予期しない変

化により nが不連続に減少し，n = lの状況への移行が

生じたとする．この移行後の最適成長経路は，図–3の

「経路 B」により与えられる．今度は，消費を増やして

効率的労働力単位当たりの資本ストックを減らしてい

くことが社会的に最適となる．成長経路は最終的に，当

初の均衡成長経路へと復帰することになる．以上の分

析結果から確認できるように，高齢化社会における最

適成長経路においては，効率的労働力単位当たりの資

本ストック k, g は，高齢化の進行しない n = lの状況

と比較して，常に高く保たれることになる．この結果

より，社会的に最適なインフラへの投資水準を決定す

るうえでは，高齢化の進行を考慮に入れることが不可

欠であると言える．

図–3 人口の高齢化の成長経路への影響

以上の最適成長経路の分析結果は，nの変化が不連

続である場合のものである．高齢化の現象が実際に生

じる場合には，nは滑らかに変化することになり，さら

に，その変化は予期されるものとなる．その場合の最

適成長経路の推移過程は，図–3に示した成長経路を滑

らかな曲線に置き換えたものとなる．よって，この場

合においても，最適成長経路の基本的な特性は，上記

の分析結果と同様のものになる．

(4) インフラの更新需要の増加の影響の分析

本章のモデルにおいては，インフラの劣化状態の分

布を明示的に表現していないため，インフラの更新需

要の増加の影響を厳密に分析することは不可能である．

そこで，以下のような簡便な手法を用いて，インフラ

の更新需要の増加を表現する．これまでの日本におい

ては，インフラのストックと比較して，インフラの更

新需要は相対的に小さいものであった．もし，インフ

ラの寿命が本章のモデルのように（例えば平均値 50年

の）指数分布に従うとすれば，これまでの日本のイン

フラの更新需要は，実際よりも多いものであったと考

えられる．本章では，インフラのストックと比較して，

インフラの更新需要が相対的に小さい状況を，インフ

ラの更新が免除されている状況として捉える．そして，

式 (4)を以下のように書き換えることにより，この状況

を表現する．

C(t) + Ik(t) + Ig(t) = Y (t) + EX(t) (12)

ここで，EX(t) は外生的な非負の変数の流列である．

EX は経済の外部から対価無しで供給される財の量を

表すと考える．そして，この財がインフラの更新に充

てられると考えることにより，インフラの更新の免除

を表現する．EX を正の値から徐々に減らして 0にす

ることにより，インフラの更新需要の増加を近似的に

表現できると考えられる．式 (4)を式 (12)のように書

き換えた場合，最適化条件の式 (11b)を以下のように
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図–4 更新需要の増加の成長経路への影響

書き換える必要がある．

k̇(t) + ġ(t) = k(t)αkg(t)αg + ex(t)

−(δk + a+ l)k(t)− (δg + a+ l)g(t)− c(t) (13)

ただし，ex(t) = EX(t)/(A(t)L(t)) である．式 (11b)

以外の最適化条件には変化は生じない．ex(t)が通時的

に一定の正の値を取るとき，k̇ = ġ = 0を表す曲線は，

図–4の破線で示された曲線のように，ex(t) = 0のと

きの曲線を上方にシフトさせたものとなる．

ある時刻まで exが一定の正の値で推移していたとす

る．このとき，成長経路は図–4の点Aで表される均衡

成長経路に収束する．この状態からインフラの更新需

要が増加して exが徐々に減少し，ex = 0に達するとす

る．このとき，インフラの更新需要の増加過程におけ

る成長経路は，図–4の破線の矢印により表される．す

なわち，更新需要の増加に対して消費を抑えることに

よって対応し，効率的労働力単位当たりの資本ストック

を一定に維持することが，社会的に最適となる．この

理由は，既設のインフラの更新需要が増えたとしても，

新規投資されるインフラや更新されるインフラに対す

る投資収益率に変化は生じないためである．資本に対

する投資収益率が変化しなければ，社会的に最適な資

本ストックの水準も，長期的には変化しない（式 (11c)

を参照）．この結果より，社会的に最適なインフラの投

資水準を決定する際には，まず，社会的に最適なイン

フラストックの水準の成長経路を定め，その上で，そ

の成長経路が実現されるようにインフラの更新・新規

投資を行うことが必要であると言える．

ただし，5. で確認するが，効率的労働力単位当たり

の資本ストックが一定の値で推移するように投資活動

を行うことは，実際には最適とはならない．この場合，

インフラの更新需要の平準化を目的とした投資が行わ

れない．そのため，効率的労働力単位当たりの資本ス

トックを一定に保つような投資活動の下では，インフ

ラの更新需要変動の波が長期にわたり持続することに

なる．その結果，インフラの更新費用の負担について

世代間格差が生じるため，世代間の公平性を志向する

社会厚生関数からは，このような投資活動は最適では

ないと判断されることになる．社会的に最適な投資活

動を分析するためには，インフラの劣化状態の分布を

明示的に表現するモデルが不可欠となる．

(5) 分析結果の整理

最適成長経路について，本章の分析結果から得られ

る重要な性質は以下の 3つである．

(a) 効率的労働力単位当たりのインフラストックと民

間資本ストックの組 (g, k)には効率的な組み合わ

せ を表す曲線が存在し，最適成長経路においては

(g, k)はこの曲線上に存在する必要がある．

(b) 高齢化社会における最適成長経路においては，効

率的労働力単位当たりの資本ストック k, gは，高

齢化の進行しない n = lの状況と比較して，常に

高く保たれる．

(c) インフラの更新需要の増加に対しては，消費を抑

えることによって対応し，効率的労働力単位当た

りの資本ストックを一定に維持することが社会的

に最適となる．

最適成長経路に関するこれらの性質は，4. で定式化

するモデルにおいても確認することができる．ただし，

(a)と (c)の性質については，4. で定式化するモデル

においては部分的にしか成立しない．

4. インフラの劣化過程を表現したモデルの

定式化

本章では，3. のモデルを拡張する形で，インフラの

劣化状態の分布やインフラの長寿命化を明示的に表現

可能なモデルを定式化する．数値計算の都合上，3. の

モデルとは異なり，時間を t = 0, 1, 2, · · ·のように離散
的に表現する．インフラに対する投資とインフラの蓄

積過程に関する条件を除けば，モデルの前提条件は 3.

と同様である．経済の生産技術を表す生産関数は，式

(1)と同じコブ＝ダグラス型の生産関数とする．

Yt = Kαk
t G

αg

t (AtLt)
1−αk−αg (14)

ここで，添え字の tは時刻 tにおける変数の値であるこ

とを意味する．文字の意味については 3. と同様であ

る．社会厚生関数も式 (7)と同様の形式のものとする．

W0 =

∞∑
t=0

βtNt
[Ct/Nt]

1−σ − 1

1− σ
(15)

ここで，β = 1/(1 + ρ)である．なお，3. とは異なり，

At, Lt, Nt は一定の割合で変化する必要は無いとする．

民間資本ストックの遷移式についても，式 (5)と同様と
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する．

Kt+1 = (1− δk)Kt + Ikt (16)

3. から変更するのは，インフラに対する投資とインフ

ラの蓄積過程に関する部分のモデル化である．まず，イ

ンフラストックを，その劣化状態に応じて s̄+1種類に分

類する．そして，各劣化状態について，s = 0, 1, 2, · · · , s̄
とラベルを付ける．新規投資・更新直後のインフラの

劣化状態は s = 0とする．sの値が大きいほど劣化が進

行していることを表し，s̄が除却直前の極限的な劣化状

態を表す．劣化状態が sのインフラストックをGsで表

す．インフラの総ストック Gは，各劣化状態のインフ

ラストックの総和として表されるとする．

Gt =
s̄∑

s=0

Gs
t (17)

劣化状態が 1 ≤ s ≤ s̄のインフラストックの遷移式は

次の式により表されるとする．

Gs
t+1 = φs−1

(
Mt

Gt

)
Gs−1

t

+

[
1− φs

(
Mt

Gt

)]
Gs

t

(1 ≤ s ≤ s̄) (18)

ここで，φsは劣化状態 sのインフラストックのうち，1

期間内に劣化状態が s + 1に移行するインフラの割合

を表す関数である．式 (18)の遷移式は，各劣化状態に

ついて見ると，劣化状態が進行するハザード率はイン

フラの年齢によらないことを意味している．M はイン

フラの維持管理費用を表し，M/Gはインフラストック

1単位当たりの維持管理費用を表す．φs は 0以上 1以

下の値を返す単調非増加関数であるとする．この関数

を用いると，インフラの維持管理費用を増やすことに

よって，インフラの老朽化の進行を遅らせることがで

きるという関係を抽象的に表現することができ，イン

フラの長寿命化に関する分析を行うことが可能になる．

なお，インフラの劣化状態に応じて維持管理費用の配

分を変える（例えば，劣化状態が進んだインフラほど

維持管理費用を多く支出する）という定式化も考えら

れるが，本研究では単純化のために，そのようなこと

はできないと仮定する．劣化状態が s = 0のインフラ

ストックの遷移過程については，次の式で表されると

する．

G0
t+1 = Igt +

[
1− φ0

(
Mt

Gt

)]
G0

t (19)

ここで，Igt はインフラの新規投資と更新に使用される

投資財の総量を表す．式 (17)-式 (19)により，インフラ

の蓄積過程が表現される．

式 (14)で表される生産技術によって生産された合成

財は，消費・民間資本への投資・インフラへの投資・イ

ンフラの新規投資の調整費用・インフラの維持管理に

使用される．この関係を次の式で表現する．

Yt = Ct + Ikt

+Igt +Φ

(
Igt − φs̄(Mt/Gt)G

s̄
t

Gt

)
Gt +Mt(20)

ここで，Φ(·)Gtはインフラの新規投資の調整費用を表

す項である．調整費用は，インフラの新規投資に際し

て発生する，インフラの形成とは直接的な関係が無い

費用（例えば，用地取得の交渉にかかる費用等）を表

すとする．φs̄(Mt/Gt)G
s̄
t は，t期において除却される

インフラストックを表す．本研究では，この除却される

ストックを Igt が超えている場合，その超過分をインフ

ラの新規投資と見なす．Φ(x)は関数であり，x ≤ 0に

おいては 0を返し，x ≥ 0においては単調非減少の凸関

数である関数とする．調整費用 Φ(·)Gtは，インフラの

新規投資額について単調費増加となり，かつ，インフ

ラの新規投資額とインフラの総ストックについて 1次

同次になるように定式化を行っている．このようにス

トックと投資額について調整費用が 1次同次になるよ

うな定式化は，民間資本の調整費用を分析する際によ

く用いられるものである13)．

以上の前提の下で，社会厚生関数 (15)を最大化する

成長経路を求める問題は，以下のように定式化される．

max
{Ct,Ik

t ,I
g
t ,Mt,Gt,Kt+1,{Gs

t+1
}s̄
s=0}

∞
t=0

W0 (21a)

s.t. (14), (16)− (20)

K0, {Gs
0}s̄s=0 : given (21b)

5. インフラの劣化過程を表現したモデルの

分析

本章では，4. で定式化したモデルの分析を数値計算

により実行する．

(1) インフラの更新需要の増加の影響の分析

まずは，3. では不完全な形でしか分析を行えなかっ

た，インフラの更新需要の増加が最適成長経路に及ぼ

す影響を分析する．ここでは，結果をなるべくわかり

やすい形で図示するために，出来る限り単純な状況を

想定して分析を行う．まず，インフラの新規投資の調

整費用は無視し，Φ(x) = 0 とする．また，劣化状態

が s のインフラは，1 期間後に必ず劣化状態が s + 1

に移行すると仮定し，φs(x) = 1が全ての sについて

成立するとする．すなわち，維持管理費用を増やして

も，インフラの劣化過程を遅らせることはできないと

仮定する．以上の仮定の下では，インフラは，新規投

資・更新から s̄+1期間の間は必ず供用され続け，その

期間終了直後に必ず除却されることになる．また，維
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図–5 初期時刻における劣化状態の分布

持管理費用M は常に 0とすることが効率的になる．人

口 N・労働力 L・技術水準 A は全て通時的に 1 の値

を取るとする．1期間は 5年程度の期間を表すと考え，

β = 0.85, δk = 0.5, s̄ = 9とする．その他のパラメータ

については，αk = 0.25, αg = 0.1, σ = 1.0とする．以上

の設定の下では，成長経路は最終的に全ての変数の値が

変化しなくなる定常状態に達する．その定常状態におい

ては，K = 0.223, Gs = 0.0275 (0 ≤ s ≤ s̄), G = 0.275

が成立する．

さて，初期時刻 t = 0において，K,Gの値について

は，定常状態と同様にK0 = 0.223, G0 = 0.275が成立

しているものの，劣化状態の分布については，sの小さ

いインフラに偏った分布が形成されているとしよう．こ

の初期時刻における劣化状態の分布を図–5に示す．初

期時刻における劣化状態の分布が図–5のように示され

るとき，0 ≤ t ≤ 9の範囲においては，初期時刻から時

間が経過するにつれてインフラの更新需要が増加して

いくことになる．

初期時刻における民間資本ストックがK0 = 0.223で

あり，インフラストックが図–5のように与えられると

き，G−C平面上の成長経路は図–6のように表される．

成長経路は t = 0の状態から渦を描くようにして定常状

態に収束していく．このように渦上の成長経路が得ら

れる理由は，次のように考えられる．図–4でも見たよ

うに，インフラの更新需要の増加に対しては，消費を

減らすことによって対応し，資本ストックの水準をあ

まり変化させないようにするのが社会的に最適である．

しかし，資本ストックの水準を完全に一定に保つよう

に更新を行うと，更新需要変動の波が持続し，世代に

よってインフラの更新費用の負担に差が生じてしまう．

これは世代間の公平性を志向する社会厚生関数からは

最適と判断されない．そこで，最適成長経路において

は，インフラの更新需要が低い時期（例えば，t = 0の

直後）に資本ストックが増加し，インフラの更新需要

図–6 G− C 平面上の成長経路

図–7 更新需要の平準化

が高い時期には資本ストックが減少するように投資が

行われる．これは，既存のインフラと代替的なインフ

ラを整備しておくことにより，将来の更新需要の増加

に備えるといった，インフラの更新需要の平準化を目

的とした投資が行われていることを表すと解釈できる．

その結果，徐々にインフラの更新需要は平準化され，成

長経路は定常状態に収束することになる．実際，Igt の

時間推移をグラフ化すると，図–7に示すように，徐々

に更新需要変動の波が小さくなっていることを確認で

きる．このように，世代間の公平性を志向した社会的

に最適なインフラへの投資は，インフラの更新需要の

平準化を図るものとなる．

なお，最適成長経路における資本ストックの組 (G,K)

の推移の軌跡は，図–8のようになる．この図より，

(G,K)の組は同じ方向に動いていることがわかる．す

なわち，Gが増加する局面ではK も増加し，Gが減少

する局面では K も減少している．これは，3. で確認

したように，インフラストックと民間資本ストックの

組 (G,K)には効率的な組み合わせが存在するためだと

考えられる．この結果より，図–6のグラフをK−Cの

組み合わせについて描いた場合も，同様の形状のグラ
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図–8 最適成長経路における (G,K)の推移

フが得られることになる．

(2) その他の分析結果

人口の高齢化やインフラの長寿命化を考慮したより

複雑なケースにおける最適成長経路の分析結果につい

ては，研究発表会の場で発表する．
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